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都道府県管理河川における水害対応タイムライン策定状況

○ 「大規模氾濫に関する減災対策協議会」の場等で選定した全国956市町村が対象（引き続き対象選定中）

○ 平成29年8月末時点で、22都府県・287市町村で策定済み（現在の全対象市町村数の30.0%）

○ 岡山県では、管内の全市町村で作成済み

○平成33年度末までに、全ての対象市町村で構築予定

※暫定的に、グラフでは「各都道府県の全市町村数」を100%

としているが、このうち策定対象とする市町村については

減災協議会の場等を通じて選定されることとしており、

「対象市町村」に対して既に100%策定済みの都道府県もある

市町村別の構築状況

都道府県単位で見た構築状況

各都道府県の全市町村数に対する割合
グラフ内の数字は市町村数

全市町村で策定済み半数以上の市町村で策定済み一部の市町村で策定済み（半数以下）現時点では策定済み市町村無し 策定済みの市町村策定対象だが未策定の市町村検討中または対象外の市町村


